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令和元年度 人事行政の運営等の状況の公表      

 

１ 職員の競争試験及び選考の状況 

 採用試験（令和元年度実施）   

職 種 
申込者数 

（人） 

受験者数 

（人） 

合格者数 

（人） 
倍 率 

採用者数 

（人） 

事 務 

（5/19実施） 

（任期付短時間） 
４ ４ ２ ２．０ ２ 

（7/28実施） 

（障がい者含む） 
９８ ８２ １６ ５．１ １５ 

（1/26実施） 

障がい者採用 
６ ５ ２ ２．５ ２ 

（1/26実施） 

（任期付） 

（障がい者含む） 

２６ １７ ９ １．８８ ８ 

（1/26実施） 

（任期付短時間） 

（障がい者含む） 

３３ ２０ １６ １．２５ １４ 

土 木 （7/28実施） ２ ２ ２ １．０ ２ 

機 械 （7/28実施） ３ ２ １ ２．０ １ 

化 学 （7/28実施） ２ １ ０ １．０ ０ 

保育士・ 

教諭 

（7/14実施） 

（任期付） 
０ ０ ０ － ０ 

（7/28実施） １６ １５ ６ ２．５ ６ 

（7/28実施） 

（任期付） 
１０ １０ ４ ２．５ ４ 

（9/14実施） ３ ３ ２ １．５ ２ 

（9/14実施） 

（任期付） 
２ ２ １ ２．０ ０ 

（11/15実施） 

（任期付） 
０ ０ ０ － ０ 

（随時） 

（任期付） 
０ ０ ０ － ０ 

（1/26実施） 

（任期付） 
３ １ １ １．０ １ 

（1/26実施） 

（任期付短時間） 
３ １ １ １．０ １ 

（2/16実施） １４ １３ ５ ２．６ ５ 

（2/16実施） 

（任期付） 
５ ４ ３ １．３ ３ 
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（2/16実施） 

（任期付短時間） 
２ ２ ０ － ０ 

文化財 

（7/28実施） ９ ９ １ ９．０ １ 

（1/26実施） 

（任期付短時間） 
２ ２ １ ２．０ １ 

保健師 
（1/26実施） 

（任期付） 
１ ０ ０ － ０ 

栄養士 

（7/28実施） １９ １７ １ １７．０ １ 

（1/26実施） 

（任期付短時間） 
４ ４ ４ １．０ ３ 

介護認定調

査員 

（1/26実施） 

（任期付短時間） 
２ ２ ２ １．０ ２ 

消 防 （9/22実施） １３ １３ ３ ４．３ ３ 

看護師 （7/28実施） １３ １３ １２ １．１ １１ 

 

 

２ 職員の任免及び職員数に関する状況 

⑴  職員の採用及び退職の状況 

職  種 令和元年度中退職（人） 令和元年度中採用（人） 

事務職 １６ １５ 

事務職（任期付） ６ ７ 

事務職（任期付短時間） １６ １３ 

保育士・教諭職 ３ ７ 

保育士・教諭職（任期付） ７ １０ 

保育士・教諭職（任期付短時間） ０ ０ 

電気職 ０ １ 

土木職 ５ ２ 

建築職 １ ０ 

化学職 １ ０ 

保健師 １ ３ 

栄養士 １ １ 

医師 ４ ５ 

臨床工学技士 ２ ０ 

看護師 １２ １０ 

薬剤師 ０ ０ 

理学療法士 １ ０ 

作業療法士 ０ ０ 
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消防士 ３ ６ 

技能労務職 １０ ０ 

技能労務職（任期付短時間） １ ３ 

教育職 ２ ２ 

再任用 ３ ２２ 

再任用（短時間） １９ ９ 

合計 １１４ １１６ 

 

⑵  部門別職員数の状況（各年４月１日現在）                     単位（人） 

   

 部門 

職  員  数 対 前 年 

増 減 数 
主 な 増 減 理 由 

平成３１年 平成３０年 

一 

般 

行 

政 

議  会 

総  務 

税  務 

民  生 

衛  生 

労  働 

農林水産 

商  工 

土  木 

８ 

１１７ 

３３ 

１５８ 

６８ 

２ 

１２ 

５ 

７３ 

８ 

１２５ 

３４ 

１４８ 

７２ 

１ 

１３ 

３ 

７３ 

     ０   

    △８ 

    △１ 

１０ 

    △４ 

     １ 

    △１ 

     ２ 

     ０ 

  

総務部門の業務の見直しなど 

市民税業務の見直し 

保育所部門の業務増など 

環境保全業務の見直しなど 

労働一般部門の業務増 

農業委員会事務局業務の見直し 

商工総務部門の業務増など 

 

 小  計 ４７６ ４７７     △１  

特 

別 

行 

政 

教  育 

消  防 

５８ 

９４ 

６１ 

９４ 

    △３ 

     ０ 

教育一般業務職員の短時間勤務化 

 

小  計 １５２ １５５     △３  

公 

営 

企 

業 

等 

病  院 

水  道 

下 水 道 

そ の 他 

２７６ 

２４ 

３３ 

３２ 

２８４ 

２３ 

３３ 

３０ 

    △８ 

     １ 

     ０ 

     ２ 

看護業務の見直し 

水道部門の業務増 

 

後期高齢者医療部門の業務増 

小  計 ３６５    ３７０ △５  

合 計 ９９３  １，００２     △９  

 

３ 職員の人事評価の状況   

⑴  評価の回数   ２回 

 

⑵  評価の時期   １０月及び３月 

 

⑶  評価の対象者                             単位（人） 

区 分 職員数 
１０ 月 ３ 月 

被評価者数 差 引 被評価者数 差 引 
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部長級 １６ １６ ０ １６ ０ 

室長級 ３３ ３３ ０ ３３ ０ 

課長級 ９５ ９５ ０ ９５ ０ 

一般職員 ７３０ ６９７ ３３ ７００ ３０ 

合 計 ８７４ ８４１ ３３ ８４４ ３０ 

   ※ 上記人数には、短時間勤務の職員を含みます。 

     上記人数は、行政職給料表の適用を受ける職員数のみで、医療職給料表の適用を受ける職員を含

みません。 

 

 

４ 職員の給与の状況   

⑴  人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

    （年度末） 

歳 出 額 

Ａ 

 

 

人 件 費 

Ｂ 

 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

 

 （参考） 

３１年度の人件費率 

 
令和元年度 

人 

   ９０，２１３ 

千円 

 39,917,084 

千円 

  5,719,352 

％ 

    １４．３ 

         ％ 

      １６．８ 

   ※ 人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。 

  

⑵ 職員給与費の状況（普通会計予算） 

区 分 
職員数 

  Ａ 

給     与     費 １人当たりの給与費 

    Ｂ／Ａ 給  料 職 員 手 当 期末勤勉手当   計  Ｂ 

令和２年度 
   人 

 ７３８ 

    千円 

  2,519,949 

     千円 

     580,823 

851,138 

     千円 

  1,017,612 

    千円 

  4,118,384 

        千円 

     ５,５８０ 

    ※ 職員手当には、退職手当を含みません。  

給与費は、当初予算に計上された額です。 

 

⑶ ラスパイレス指数の状況 

令和元年度 平成３０年度 平成２９年度 平成２８年度 平成２７年度 

99.6 99.3 99.7 99.5 99.3 

    

 ⑷ 職員の平均年齢と平均給料月額の状況（平成３１年４月１日現在） 

区   分 平均年齢 平均給料月額 

一般行政職 ４２歳 １月 ３１７，００７円 

技能労務職 ５５歳 ９月 ３３９，９３１円 

  

 

 ⑸ 職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（平成３１年４月１日現在） 

区   分 
経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 
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一般行政職 
大学卒 255,917円 33歳1月 該当職員なし  363,133円 44歳 4月 

高校卒 該当職員なし 該当職員なし 該当職員なし 

38歳 7月 技能労務職 高校卒 該当職員なし 該当職員なし 該当職員なし 

 

 ⑹ 職員の初任給の状況（平成３１年４月１日現在） 

区     分 初 任 給 ２年後の給料 

  

一般行政職 
大学卒   190,400 円   202,500 円 

高校卒   156,300 円   167,400 円 

 

 ⑺ 一般行政職の級別職員数の状況（平成３１年４月１日現在） 

平成２８年 

以降の区分 
８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 

計 
平成２７年 

以前の区分 
７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 

基準となる 

職務 

部長 

室長 

局長 

室長 

次長 

局長 

課長 

主幹 

副課長 

係長 主任 
事務吏員 

技術吏員 

事務吏員 

技術吏員 

事務員 

技術員 

 

職員数 13人 25人 47人 72人 50人 58人 33人 33人 331人 

構成比 3.9％ 7.6％ 14.2％ 21.7％ 15.1％ 17.5％ 10.0％ 10.0％ 100％ 

参

考 

１年前 3.5％ 7.6％ 15.6％ 21.4％ 17.6％ 17.9％ 7.3％ 9.1％ 100％ 

５年前 3.1％ 6.5％ 18.3％ 48.8％ 9.7％ 8.1％ 5.5％ 100％ 

   ※ 高砂市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

     基準となる職務とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

  

⑻ 職員手当 

  ア 期末手当及び勤勉手当   

支給実績（令和元年度普通会計決算） 

              ９９３，２９９ 千円  

１人当たり平均支給額（令和元年度普通会計決算） 

               １，４１０，９３６ 円 

（令和元年度支給割合） 

       期末手当        勤勉手当 

 ６月期  １．３月分  ０．７４５～１．０４５ 月分 

１２月期  １．３月分  ０．７９５～１．０９５ 月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 

イ 退職手当（平成３１年４月１日現在） 

１人当たり平均支給額（令和元年度） 

               １４，１６４ 千円 
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 ウ 地域手当（平成３１年４月１日現在） 

支給対象地域 支 給 率 
支給実績 

（令和元年度普通会計決算） 

支給職員１人当たり 

平 均 支 給 年 額 

（令和元年度普通会計決算） 

全 市 域 ５％ １３２，６５５千円    １８８，４３０ 円 

  エ 特殊勤務手当 

 支給実績（令和元年度普通会計決算）    １１，０２０ 千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度普通会計決算）     ９５，０００ 円 

 手当の種類（手当数）        ２０ 

  オ 時間外勤務手当 

令和元年度普通会計決算 
支 給 総 額   １２９，８６８  千円 

職員１人当たり支給年額   ２２３，１４０   円 

平成３０年度普通会計決算 
支 給 総 額   １３７，３８５  千円 

職員１人当たり支給年額   ２３６，０５６   円 

  カ 扶養手当（平成３１年４月１日現在） 

支給実績（令和元年度普通会計決算） 

                              ６６，０９６ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度普通会計決算） 

                              ２５７，１８２ 円 

 配偶者（行政職給料表８級及びこれに相当するもの以外）       月  ６，５００円 

    （行政職給料表８級及びこれに相当するもの）      月  ３，５００円 

 子                                  月 １０，０００円 

 父母等（行政職給料表８級及びこれに相当するもの以外）    月  ６，５００円 

（行政職給料表８級及びこれに相当するもの）      月  ３，５００円 

 扶養親族たる子のうち満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子がいる場合   

１人につき ５，０００円加算 

 

キ 住居手当（平成３１年４月１日現在） 

支給実績（令和元年度普通会計決算） 

                ２２，２０３ 千円 

   （支給率） 

          自己都合     勧奨・定年 

  勤続20年    19.6695月分     24.586875月分 

  勤続25年    28.0395月分      33.27075月分 

  勤続35年    39.7575月分        47.709月分 

  最高限度額    47.709月分       47.709月分 

 

  その他の加算措置 

          定年前早期退職特例措置 

          ２％～３０％加算 



7 

 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度普通会計決算） 

                ３１７，１８５ 円 

借家居住者 

最高支給限度額     ２７，０００円 

 

ク 通勤手当（平成３１年４月１日現在） 

支給実績（令和元年度普通会計決算） 

                ３６，０６２ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度普通会計決算） 

                 ６８，５５８ 円 

 交通機関等利用者 

   最高支給限度額     ５５，０００円 

  自動車等利用者 

    ２㎞以上 ５㎞未満   ２，０００円 

    ５㎞以上１０㎞未満   ４，２００円 

   １０㎞以上１５㎞未満   ７，１００円 

   １５㎞以上２０㎞未満  １０，０００円 

   ２０㎞以上２５㎞未満  １２，９００円 

   ２５㎞以上３０㎞未満  １５，８００円 

   ３０㎞以上３５㎞未満  １８，７００円 

   ３５㎞以上４０㎞未満  ２１，６００円 

   ４０㎞以上４５㎞未満  ２４，４００円 

   ４５㎞以上５０㎞未満  ２６，２００円 

   ５０㎞以上５５㎞未満  ２８，０００円 

   ５５㎞以上６０㎞未満  ２９，８００円 

   ６０㎞以上       ３１，６００円 

  

 ケ 管理職手当（平成３１年４月１日現在） 

支給実績（令和元年度普通会計決算） 

                 ９４，２８８ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度普通会計決算） 

                 ７７２，８５２ 円 

ａ 行政職 

 ・部長級（参事を除く。）  １０１，０００円 

 ・部長級の参事       ７８，０００円 

 ・室長級          ７４，０００円 

 ・課長級          ５６，０００円 

 ・副課長級         ３８，０００円 

ｂ 医師 

 ・院長          １５４，０００円 

  ・副院長         １３７，０００円 

 ・医務局長        １２５，０００円 

 ・診療科部長        ９２，０００円 

 ・診療科医長        ６２，０００円 

ｃ 医療技術職 

 ・薬局長、中央検査科部長、 ７４，０００円 

  中央放射線室部長 
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 ・副薬局長、中央検査科長、 ５６，０００円 

  中央放射線室長、 

  リハビリテーション室長 

 ・中央検査科副科長、    ４２，０００円 

  中央放射線室副室長、 

  リハビリテーション室副室長、 

  臨床工学室副室長 

ｄ 看護師 

 ・副院長         １０３，０００円 

 ・看護局長         ９４，０００円 

 ・看護局次長        ７２，０００円 

 ・看護課長         ５１，０００円 

  

コ 管理職員特別勤務手当（平成３１年４月１日現在） 

支給実績（令和元年度普通会計決算） 

                    ３８７ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度普通会計決算） 

                  １０，４５９ 円 

ａ  部長級 

・週休日等 １時間超３時間以下の勤務   ５，０００円 

・週休日等 ３時間超６時間以下の勤務  １０，０００円 

・週休日等 ６時間超の勤務       １５，０００円 

・平日深夜の勤務             ６，０００円 

ｂ 室長級 

・週休日等 １時間超３時間以下の勤務   ４，０００円 

・週休日等 ３時間超６時間以下の勤務   ８，０００円 

・週休日等 ６時間超の勤務       １２，０００円 

・平日深夜の勤務             ５，０００円 

 

ｃ 課長級又は副課長級 

 ・週休日等 １時間超３時間以下の勤務   ３，０００円 

・週休日等 ３時間超６時間以下の勤務   ６，０００円 

・週休日等 ６時間超の勤務        ９，０００円 

・平日深夜の勤務             ４，０００円 

 

 (9) 特別職の給料月額等の状況（平成３１年４月１日現在） 

区  分 給   料   月   額   等 

給  料 
市  長 副市長 

 
 １，０１２，０００円   ８３２，０００円 

報  酬 
議  長 副 議 長 議  員 

   ６２９，０００円   ５７５，０００円   ５２２，０００円 

期末手当 

 

市長・副市長・議長・副議長・議員 

６月期       ２．２  月分 

１２月期       ２．２５  月分 

計       ４．４５ 月分 
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５ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

⑴ 勤務時間 

  ア 日曜日及び土曜日に閉庁している職場 

   (ｱ) 勤務時間 

    午前８時３０分から午後５時１５分まで（勤務時間の途中に休憩を６０分） 

   (ｲ) 代表的な職場 

    本庁、市民サービスコーナー、保健センター、隣保館等 

イ 日曜日及び土曜日又はこれらの日のどちらかを開庁している職場 

   代表的な職場 

    保育所等 

  

 ⑵ その他の勤務条件 

  ア 休日 

   (ｱ) 日曜日及び土曜日又はこれらに相当する日 

   (ｲ) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日又はそれに相当する日 

   (ｳ) 年末年始の休日（１２月２９日から翌年の１月３日まで） 

  イ 特別休暇 

   (ｱ) 有給の休暇 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 無給の休暇 

 

 

 

 

(ｳ) 育児休業（令和元年度） 

 

 

 

 

(ｴ) 部分休業（令和元年度） 

 

 

 

 

区  分 高 砂 市 国 

公務傷病による療養休暇 療養期間中 療養期間中 

私傷病による療養休暇 ９０日以内 ９０日以内 

産前休暇 出産予定日前８週間 出産予定日前６週間 

産後休暇 出産日後８週間 出産日後８週間 

生理休暇 １回について３日以内 ― 

育児時間 １日２回各々少なくとも３０分 １日２回各々少なくとも３０分 

育児参加休暇 国の産前産後期間中に５日以内 産前産後期間中に５日以内 

結婚休暇 ５日以内 ５日以内 

配偶者出産休暇 ２日以内 ２日以内 

子の看護休暇 １年につき５日以内 １年につき５日以内 

短期介護休暇 １年につき５日以内 １年につき５日以内 

忌引休暇 続柄により１日から１０日以内 続柄により１日から７日以内 

夏季休暇 ５日以内 ３日以内 

介護休暇 ６月以内 

介護時間 ３年以内 

組合休暇 ２０日以内で役職に応じた日数（特別執行委員は３０日） 

区  分 取得者数 

新たに育児休業を取得した者  １９ 人 

前年度から引き続いている者  １０ 人 

区  分 取得者数 

新たに部分休業を取得した者  １ 人 



10 

 

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

⑴  分限処分者数（令和元年度） 

区 分 人 数（人） 

降 給  ０ 

休 職  １０ 

免 職  ０ 

降 任  ０ 

 

⑵  懲戒処分者数（令和元年度） 

区 分 人 数（人） 

免 職  ０ 

停 職  ０ 

減 給  ０ 

戒 告  ０ 

 

７ 職員の服務の状況 

  職務専念義務の免除 

   ア 人間ドック受診のため  

   イ 研修を受けるため 

   ウ 組合交渉のため 

   エ 選挙における期日前投票事務に従事するため 

   オ 厚生に関する計画の実施に参加するため 

 

８ 職員の退職管理の状況 

 退職者の状況（令和元年度）                           単位（人） 

区 分 
定 年 

勧 奨 自己都合 その他 合 計 
 うち再任用 

事務職 １０ ７ ２ ４ ０ １６ 

事務職(任期付) ０ ０ ０ １ ５ ６ 

事務職(任期付短時間) ０ ０ ０ ６ １０ １６ 

保育士・教諭職 ３ １ ０ ０ ０ ３ 

保育士・教諭職(任期付) ０ ０ ０ ２ ５ ７ 

保育士・教諭職 

（任期付短時間） 
０ ０ ０ ０ ０ ０ 

土木職 ３ １ ０ ２ ０ ５ 

建築職 １ １ ０ ０ ０ １ 

電気職 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

化学職 １ １ ０ ０ ０ １ 

保健師 １ ０ ０ ０ ０ １ 

栄養士 １ １ ０ ０ ０ １ 

医師 ０ ０ ０ ４ ０ ４ 
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看護師 ２ １ ０ １０ ０ １２ 

臨床工学技士 ２ ２ ０ ０ ０ ２ 

理学療法士 ０ ０ １ ０ ０ １ 

消防士 ３ ２ ０ ０ ０ ３ 

技能労務職 １０ ７ ０ ０ ０ １０ 

技能労務職 

（任期付短時間） 
０ ０ ０ １ ０ １ 

教育職 ０ ０ ０ ０ ２ ２ 

再任用 ０ ０ ０ ０ ３ ３ 

再任用(短時間) ０ ０ ０ ３ １６ １９ 

合計 ３６ ２３ ３ ３３ ４１ １１３ 

 

 

 

９ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 ⑴ 職員研修 

  ア 内部研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

新任職員研修⑴ 公務員としての心構

え、勤務条件、人権学

習、公文書の書き方、

接遇 

68 

労働安全衛生研修 

たばこによる健康被害 29 

公共施設マネジメ

ント研修① 

公共施設マネジメン

ト、公共施設の老朽化

対策 

111 

メンタルヘルス

（セルフケア）研

修 

ストレスをためない予

防法、ストレス対策 
21 

人事評価研修 人事評価の目的、目標

設定、評価方法、面談

方法 

35 

メンタルヘルス

（ラインケア）研

修 

メンタルヘルスの現

状、管理者に求められ

る役割 

26 

新任課長研修 市議会の概要、議会資

料作成、災害対応、行

政経営プラン、課長の

役割 

17 

公共施設マネジメ

ント研修③ 
データに基づいた公共

施設の最適化やデータ

の利活用 

20 

主任研修 給与制度、共済制度、 

OJT トレーナー 
24 

普通救命講習 心肺蘇生法、AED 使用

法 
98 

係長研修 勤務条件、服務規程、 

リーダーシップ 
54 

災害時高齢者生活

支援研修 

避難所生活でのメンタ

ルケア 
13 

技術継承研修 

先輩職員の技術継承 33 

新任職員研修⑶ 公務員倫理、不当要求

対策、エコプラン、イ

ンターネットトラブ

ル、フロアマネージャ

ー 

41 

認知症サポーター

養成研修 

認知症の基礎知識、認

知症の人への接し方 
12 

交通安全実技研修 交通安全に対する意識

向上 
15 

管理職人権研修 コミュニケーションを

図るための手話 
113 

オープンデータ化

支援研修 

オープンデータの定義

と意義、公開手順 
15 
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初級職員研修 文書・財務事務 12 職員力向上研修 

プレゼンテーション、

知識の習得、評価 
31 

法制事務① 15 

契約事務、会計事務 12 

法制事務② 15 

公共施設マネジメ

ント研修② 
公共施設マネジメント 18 

男女共同参画研修 
DV についての知識 46 

一般職人権研修⑴ 人権教育の基本、人権

課題 
35 

交通安全研修 交通安全に対する心構

え 
66 

中級職員研修 文書事務、財務事務 10 防災とボランティ

ア週間に係る研修 
被災地における避難所

とボランティアの現状 
23 図解思考力 38 

契約事務、情報公開 9 

コンプライアンス

研修 

コンプライアンス違反

を防止する体制づくり 
63 

RPA 研修                
RPA ツール等の活用 52 

一般職人権研修⑵ ハラスメントの種類と

概要 
20 

PPP（公民連携）

研修             

都市公園を活用した公

民連携事業 
26 

健康づくりセミナ

ー 

生活習慣病に対する知

識、予防方法 
50 

  
 

 

  イ 派遣研修 

   (ｱ) 全国市町村国際文化研修所への派遣研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

公立大学を活かし

たまちづくり 

公立学校を取り巻く

現状と課題、事例紹介 
1 

これからの地方公

営企業戦略経営 

地方公営企業等の現状

と課題、経営戦略の策

定実務 

1 

提案を実現するた

めの技法 

提案を実現するため

の技法、資料作成術、

相手をうなずかせる

説明 

1 
会計検査実務のポ

イント 

公共サービスの改善と

会計検査、ソフト・ハ

ード施策の補助事業関

係の留意事項 

1 

市町村税徴収事務 

地方税総則、滞納整

理、納税者折衝のポイ

ント 

1 中堅職員リーダー 

チームリーダーの役

割、メンバーの力を引

き出すコミュニケーシ

ョン 

1 

働き方改革 

働き方改革における

取組、働きやすい職場

とその実現方法 

2 
これからの自治体

業務改革 

行政経営改革、RPA の

活用、業務改革の理論

と実践 

1 

女性リーダーのた

めのマネジメント

研修 

組織マネジメント、フ

ァシリテーションス

キル向上、危機管理 

1 選挙事務 

選挙制度をめぐる諸問

題、実務のポイント、

投票環境向上の取組 

1 

固定資産税課税事

務 

固定資産税総論、木

造・非木造家屋評価実

務 

1 
SDGs による地域

づくり研修 

SDGs の推進、SDGs

による地域づくり、

SDGs 未来都市の取組 

1 

人口減少社会にお

けるファシリティ

マネジメント 

公共施設マネジメン

ト手法・取組、ファシ

リティマネジメント 

1 
生活困窮者の自立

支援 

生活困窮者自立支援制

度とこれからの共生社

会、支援事業事例 

1 
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   (ｲ) 兵庫県自治研修所への派遣研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

監督職研修 

仕事と人のマネジメ

ント、チーム力を高め

るタイムマネジメン

ト、監督職の役割、公

務員倫理 

14 中堅職員研修 

交渉・調整力、政策形

成、公務員倫理、防災・

減災への取組、タイム

マネジメント 

4 

公務員倫理指導者

養成研修 

指導者としての役割、

公務員に求められる

倫理・規律 

1 働き方向上研修 

仕事の進め方の見直

し、効率の高い仕事の

進め方 

1 

民法研修 
民法の意義と法体系、

総則、物権、債権 
1 管理職研修 

地方自治・社会経済情

勢の動向、民間企業経

営に学ぶ、変革時代の

リーダーシップ、組織

の責任者としてのタイ

ムマネジメント 

10 

行政法（争訟）研

修 

行政に対する訴訟、 

訴訟までのプロセス

と紛争処理 

1 
市町職員第１部研

修 

問題・課題解決、業務

効率化のタイムマネジ

メント、公務員倫理と

人事制度、震災の教訓

と防災・減災への取組 

16 

クレーム対応力向

上研修（組織対応

編） 

クレーマーへの組織

対応、クレームに強い

組織づくり 

1 
協働による政策づ

くり研修 

協働の意義と各主体の

役割、政策形成の事例

研究 

1 

クレーム対応力向

上研修（法的対応

力強化） 

法的対応策、法的対応

から見たクレームに

強い組織づくり 

1 
政策づくりの基本

研修 

政策形成論、グループ

討議・発表・講評 
1 

    

(ｳ) 播磨自治研修協議会への派遣研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

新任職員研修 

地方自治制度、地方公

務員制度、公文書の書

き方 

21 徴収事務研修 滞納整理、事例研究 3 

人事評価研修 
人事評価のポイント、

目標設定、評価面談 
2 

住民税課税事務研

修 

住民税、所得税、事例

研究 
1 

住民説明会実践研

修 

効果的な表現の仕方、

説明力 
2 育成力向上研修 

OJT の重要性、OJT の

基本 
2 

危機発生時におけ

るマスコミ対応研

修 

クライシス・コミュニ

ケーション、マスコミ

対応、事例紹介 

2 
タイムマネジメン

ト研修 

時間の使い方、時間管

理のポイント 
2 

プレゼンテーショ

ン能力向上研修 

理解を引き出す説明

技法、話す能力の高め

方 

2 
巻き込み力向上研

修 

主体性、周りを巻き込

む力、行動計画 
2 

モチベーションマ

ネジメント研修 

モチベーションマネ

ジメント、部下への動

機付け 

2 
クレーム対応力強

化研修 

クレーム対応の基礎知

識、心構え、技法 
2 

女性エンカレッジ

研修 

キャリアアップ、モチ

ベーションの向上 
2 

メンタルヘルス

（ラインケア）研

修 

ラインケアの対処法、

復職者の体調と心理状

態の理解 

2 
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接遇指導者養成研

修 

公務における接遇、マ

ナーとコミュニケー

ション、面接・電話・

クレーム対応 

1 法制研修 
法制執務総論、法令の

形式・解釈、改廃 
2 

議会答弁実務研修 
地方議会の役割、答弁

書の作成 
2 

ヘビークレーム対

応能力向上研修 

ヘビークレームに対す

る心得、断り方 
1 

ロジカル・ライテ

ィング研修 

論理の組立て、文書構

造、文書作成 
2 会議能力向上研修 

会議の基本、発言のあ

り方、司会の進め方 
2 

業務改善推進研修 

仕事の優先順位、時間

の使い方、プランニン

グ 

2 

ソーシャルメディ

ア時代の情報発信

術研修 

分かりやすく書くテク

ニック、ソーシャルメ

ディア 

2 

固定資産税課税事

務研修 

不動産登記法、土地、

家屋、償却資産 
2 発想力向上研修 

発想法の意義と技法、

視覚認識、収束技法 
1 

 

   (ｴ) 兵庫県市町振興課又は公益財団法人兵庫県市町村振興協会への派遣研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

市町栄典事務担当

職員研修 

栄典制度の概要、事務

処理上の留意事項 
2 

地方公営企業会計

担当職員研修 

地方公営企業会計制

度、財務会計の基礎 
1 

交付税担当職員研

修 

交付税の現状と課題、

基準財政需要額の算

定方法 

2 
人事・労務担当職

員研修 

労働基準監督制度、労

働衛生行政、ハラスメ

ント対策 

1 

パソコン研修 

中級、上級、エクセル

応用、アクセス一般、

アクセス応用 
19 

地方公会計基礎研

修 

固定資産台帳の基礎・

更新ポイント、統一的

な基準による財務書類

作成 

3 

徴収事務担当職員

研修 

徴収関係法令、総則の

実務、滞納整理の実務 
1 

民法改正に伴う自

治体の実務対応に

係る特別研修 

民法改正（債権関係）

の知識、早急に要する

対応について 

8 

財政担当職員研修 

財政健全化法、地方公

営企業・市町財政の現

状と課題 

1  

 

 

 

 

 

   (ｵ) 兵庫県まちづくり技術センターへの派遣研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

新人・初級研修 

コンクリート構造物、

工事監督、積算、測量

の基礎知識習得 

1 

構造物（擁壁）設

計演習に関する技

術講習会 

構造物設計のポイン

ト、重力式擁壁及び逆 T

式擁壁の計算、演習 

2 

道路計画演習に関 

する技術講習会 

道路計画、道路の基本

条件、線形の考え方 

道路計画演習 

1 
PC 橋に関する技

術講習会 

PC 橋の基本と橋りょ

う形式・施工方法、設

計・維持管理演習 

1 

As舗装修繕・設計演

習に関する技術講

習会 

アスファルト舗装の

構造設計、舗装の維

持・修繕と工法の選定 

2 

コンクリート構造

物の施工と維持管

理に関する技術講

習会 

コンクリートの施工管

理、調査診断、劣化原

因とその影響 

1 

災害復旧研修 

災害協定、市町災害復

旧支援制度、災害復旧

事業、事例紹介 

2 

仮設構造物設計演

習に関する技術講

習会 

設計法の概要と地盤調

査、例題解説、自立式

土留め工の設計計算 

2 
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土地区画整理研修 

土地区画整理の仕組

み、土地評価、換地計

画の実務 

1 
現場監督実務研修

Ⅱ 

アスファルト舗装の出

来形、品質管理、体験

実習 

1 

支持力計算演習（直

接基礎・杭基礎設

計）に関する技術講

習会 

地盤調査の基礎知識、

直接基礎、杭基礎の支

持力計算演習 

1 河川講習会（計画） 
河川計画、多自然川づ

くり 
2 

交差点計画演習に

関する技術講習会 

交差点計画と設計の

進め方、交差点計画

（設計）演習 

1 現場研修 

兵庫県の ICT 活用工

事、景観まちづくり、 

埋蔵文化財調査 

1 

  

(ｶ)  日本経営協会への派遣研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

官民境界確定をめ

ぐる法律と実務 

境界画定の法律・手

続・訴訟、資料分析 
1 

土木工事技術検査

の具体的な進め方 

工事・監督・検査に関

連する法令、工事検

査・技術検査 

1 

徴収担当者のため

の滞納整理事務 

財産の差押え、債権の

調査・照会・徴収・取

立手続 

1 

法令の読み解き・

条例立案の基礎と

実務 

条例づくりのルール、

条文解釈の基礎、法令

情報の集め方・使い方 

1 

住民税の課税事務 

２部 法人住民税 

均等割、法人税割、申

告納付、更正決定、

2019 年度税制改正 

1 

地方税相続におけ

る滞納処分と納税

義務の承継の実務 

相続制度の概要、相続

の開始と滞納処分、納

税義務の承継 

1 

地方公営企業会計

基準に基づく決算

と予算の進め方 

地方公営企業会計制

度の概要、予算・決算

制度の概要と作成実

務 

1    

  

(ｷ) その他の派遣研修 

研修名 研修内容 人員 研修名 研修内容 人員 

用地事務職員研修 

登記、土地評価、補償

等用地補償事務の基

礎 

1 PPP 入門講座 

PPP/PFI の背景、公共

施設マネジメントと自

治体経営の考え方、指

定管理者制度、業務委

託、事例 

2 

法務能力向上のた

めの法務特別セミ

ナー 

政策法務、立法法務、

行政手法と法制執務、

解釈運用法務、争訟法

務 

1 

公的機関向けウェ

ブアクセシビリテ

ィ対応講習会 

公的機関に求められる

ウェブアクセシビリテ

ィ対応、取組、JIS 対応

取組 

1 

近畿市町村広報紙

セミナー 

記事の書き方、レイア

ウトの基本、心に伝わ

る文章 

1 
成年後見制度利用

促進整備研修 

意思決定支援、任意後

見、中核機関の役割、

地域連携ネットワーク

と市町村計画 

1 

土木技術のポイン

ト B 

施工管理、 

i-Construction、コン

クリート構造物の施

工方法と維持管理、基

礎・土構造部の施工 

1 
ハラスメント相談

担当者セミナー 

ハラスメントの基本的

知識、相談対応の留意

点 

3 
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災害法制実務と新

たな防災教育セミ

ナー 

公共政策上の課題、災

害法制度、災害復興法

学 

1 
介護保険指導監査

等市町村職員研修 

実地指導の標準化・効

率化に関するワークシ

ョップ、ケアマネジメ

ントの理解、行政処分

の考え方 

1 

播磨４地区合同用

地職員専門研修 

収用等に伴う課税上

の取扱い 
2 

手話言語条例を考

える行政担当者学

習会 

手話言語条例の意義、

事例報告、意見交換、

手話言語法 

1 

建築設計 

公共建築と地域連携、

設計の品質確保、建築

構造設計、演習 

1 
公共施設と公民連

携研修 

津山市の公共施設マネ

ジメントと公民連携の

考え方や実践内容紹介 

1 

建築設備（電気） 

電気設備計画・設計・

演習、工事監理・検査、

建築設備（電気）の保

全 

1 不当要求対策研修 
暴力団情勢と不当要求

に対する対応要領 
10 

 

(ｸ) 先進都市派遣研修 

派遣先 研修内容 人員 派遣先 研修内容 人員 

埼玉県久喜市、茨

城県神栖市 

公 民 館 の 使 用 料 減

免・貸出基準 
2    

 

（ｹ）各任命権者の研修 

上記のほか各任命権者においても必要な研修を実施 

 

 ⑵ 勤務成績の評定 

   昇任、昇格試験 

  ア 実施月  令和元年８月 

  イ 対象者  令和２年４月昇任、昇格者 

   (ｱ) 主任級昇任試験受験者    ４０人 

   (ｲ) 主任級昇任者        ２０人 

   (ｳ) ４級昇格者          １人 

   (ｴ) ３級昇格者         １７人 

   (ｵ) ２級昇格者         ３１人 

 

１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 ⑴ 福祉の状況 

  ア 共済組合 

   (ｱ) 組織   兵庫県市町村職員共済組合  神戸市中央区下山手通４丁目１６－３ 

 

   (ｲ) 掛金と負担金 

 平成３１年４月１日現在（千分比） 

区 分 基礎金額 本人掛金率 市負担金率 計 

例 月 標準報酬月額 １５３．９２ １９４．００９８ ３４７．９２９８ 

賞 与 標準賞与額 １５３．９２ １９４．００９８ ３４７．９２９８ 
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   (ｳ) 保険給付事業（健康保険及び国民健康保険に相当するもの） 

    ａ 保険給付 

療養の給付、療養費、出産費及び埋葬料 

    ｂ 休業給付 

傷病手当金、出産手当金、育児休業手当金、休業手当金及び介護休業手当金 

    ｃ 災害給付 

弔慰金及び災害見舞金 

 

   (ｴ) 長期給付事業（厚生年金及び国民年金に相当するもの） 

    ａ 退職給付 

      老齢厚生年金（退職共済年金） 

    ｂ 障害給付 

     (a)障害厚生年金（障害共済年金） 

     (b)障害一時金          

    ｃ 遺族給付 

      遺族厚生年金（遺族共済年金） 

    ｄ 基礎年金 

      老齢基礎年金、障害基礎年金及び遺族基礎年金 

 

   (ｵ) 福祉事業 

    ａ 保健事業 

     (a) 成人病検診助成 （市が実施する健康診断事業に対し、助成を行う。） 

     (b) 短期人間ドック助成 （ ３０９人） 

     (c) 脳ドック助成    （  ４２人） 

     (d) 子宮がん検診助成  （ １３９人） 

    ｂ 宿泊施設利用助成事業 

    ｃ 貯金事業 

    ｄ 貸付事業 

 

イ 公立学校共済 

(ｱ) 組織   公立学校共済組合兵庫支部  神戸市中央区下山手通５丁目１０－１ 

 

   (ｲ) 掛金と負担金 

                             平成３１年４月１日現在（千分比） 

区 分 基礎金額 本人掛金率 市負担金率 計 

例 月 標準報酬月額 １４９．２６ １８９．１５９８ ３３８．４１９８ 

賞 与 標準賞与額 １４９．２６ １８９．１５９８ ３３８．４１９８ 

 

(ｳ) 保険給付事業（健康保険及び国民健康保険に相当するもの） 

ａ  保険給付 

療養費、高額療養費、高額介護合算療養費、出産費及び埋葬料 

ｂ 休業給付 

傷病手当金、出産手当金、育児休業手当金、休業手当金及び介護休業手当金 

ｃ 災害給付 

弔慰金及び災害見舞金 
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(ｴ) 長期給付事業（厚生年金及び国民年金に相当するもの） 

ａ 退職給付 

退職厚生年金（退職共済年金）   

ｂ 障害給付 

（a）障害厚生年金（障害共済年金）   

（b）障害一時金    

ｃ 遺族給付 

遺族厚生年金（遺族共済年金） 

ｄ 基礎年金 

老齢基礎年金、障害基礎年金及び遺族基礎年金 

 

ウ 公務災害 

   (ｱ) 根拠 

    ａ 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第４５条 

    ｂ 地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号） 

 

   (ｲ) 機関 

    地方公務員災害補償基金兵庫県支部（兵庫県庁内） 

  

  (ｳ) 費用負担（市の負担） 

    負担金＝（給料＋職員手当等－児童手当）の総額×負担率×理事長が定める率 

職   種 負 担 率 理事長が定める率 

一般職員 １．０９／１０００ １．０２８ 

清掃職員 ３．４３／１０００ ０．９７５ 

消防職員 ２．３３／１０００ １．００９ 

教育関係職員 １．１６／１０００ ０．９９７ 

水道・下水道職員 １．９５／１０００ ０．９９２ 

 

   (ｴ) 認定件数      １０件 

 

  エ 市独自の厚生事業 

   (ｱ) 健康診断 

    ａ 一般健康診断        受診者数【市全体】 １，１８３人 

    ｂ 特殊健康診断 

      ＶＤＴ作業従事者健康診断  受診者数【市全体】  ７２人 

 

   (ｲ) 財産形成貯蓄（財形） 

取扱金融機関（９社） 

 

   (ｳ) 永年勤続表彰 

    ａ ２０年勤続者   １６人 

ｂ ３０年勤続者   １９人 

 

  オ 互助会 

   (ｱ) 会員数   １，０００人（平成３１年４月現在） 

 

 

  (ｲ) 機関 

    ａ 評議員会 

評議員（２０人） 
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    ｂ 理事会 

理事（６人） 

    ｃ 事務局 

理事長、副理事長、事務局長及び事務員 

 

   (ｳ) 掛金と負担金（平成２１年１０月以降休止） 

    ａ 掛金 

      給料月額 × 掛金率（３／１０００） 

    ｂ 負担金 

      給料月額 × 負担金率（１／１０００） 

 

   (ｴ) 事業 

    ａ 給付事業（平成２１年１０月以降休止） 

     (a) 死亡弔慰金     （ ０人） 

     (b) 結婚祝金      （ ０人） 

     (c) 災害見舞金     （ ０人） 

     (d) リフレッシュ助成金 （ ０人） 

     (e) 脱退給付金     （ ０人） 

    ｂ 貸付事業（平成２１年１０月以降休止） 

      生活資金の貸付及び災害貸付 

    ｃ 厚生事業 

     (a) サークル助成金（平成２１年１０月以降休止） 

     (b) 宿泊施設利用助成（助成券及び助成金）（平成２１年１０月以降休止） 

     (c) チケットのあっせん（互助会が助成しないものについては、平成２１年１０月以降も継続） 

    ｄ その他の事業 

      職員会館の運営 

 

⑶  利益の保護の状況 

  ア 措置要求     ０件 

  イ 審査請求     ０件 

 


